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主 文

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告Ｐ１株式会社は，米子市に対し，１５億２５７１万３０００円及びうち

１４億２５９０万円に対する平成１０年６月６日から，うち９９８１万３００

０円に対する平成１２年８月１９日から各支払済みまで年５分の割合による金

員を支払え。

２ 被告米子市長が，被告Ｐ１株式会社に対し，１５億２５７１万３０００円の

支払を求める請求を怠る事実が違法であることを確認する。

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は，米子市の住民である原告らが，平成１０年６月２日に実施された米

子市新清掃工場建設工事（以下「本件工事」という。）の指名競争入札に先立

ち，被告Ｐ１株式会社（当時の商号はＰ２株式会社。以下「被告会社」とい

う。）を含む指名業者らによる談合が行われ，その結果，上記入札において，

談合がなければ形成されたであろう契約額より高い価格での落札がされ，その

差額が少なくとも実際の契約額に対する１０％相当額（１４億２５９０万円）

であり，米子市に対し同額の損害を与えたとして，次の各請求をする事案であ

る。

(1) 被告会社に対し，平成１４年法律第４号による改正前の地方自治法（以

下「法」という。）２４２条の２第１項４号に基づき，不法行為による損害

賠償請求を代位して，米子市に対して損害金１５億２５７１万３０００円

（談合による損害額１４億２５９０万円，弁護士費用９９８１万３０００

円）及びうち１４億２５９０万円に対する上記工事の請負契約締結日の翌日
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である平成１０年６月６日から，うち９９８１万３０００円に対する訴状送

達日の翌日である平成１２年８月１９日から各支払済みまで民法所定の年５

分の割合による遅延損害金の支払を求める請求

(2) 被告米子市長について，同項３号に基づき，上記損害賠償請求権の行使

を怠る事実の違法確認を求める請求

２ 前提となる事実

(1) 当事者等（弁論の全趣旨）

ア 原告らは，いずれも米子市の住民である。

イ 被告会社は，ごみ処理設備等の企画，設計，製造，販売等を目的とする

株式会社である。

(2) ごみ焼却施設の概要等（甲査１１～１３，２１，２２，弁論の全趣旨）

ア ごみ焼却施設の概要

地方自治体（市町村及び一部事務組合等）は，廃棄物の処理及び清掃に

関する法律に基づき一般廃棄物を処理する責務を負っており，各地方自治

体においてごみ処理施設を整備している。ごみ焼却施設は，ごみの処理方

法により区分されるごみ処理施設の一つである。

ごみ焼却施設は，１日当たりの稼働時間により，①２４時間連続稼働す

る全連続燃焼式（以下「全連」という。），②１６時間稼働する准連続燃

焼式（以下「准連」という。），③８時間稼働するバッチ燃焼式に区分さ

れる。また，ごみ焼却施設は，燃焼装置の燃焼方式により，①ストーカ式

燃焼装置（ごみをストーカ上で乾燥して焔燃焼させ，次におき燃焼させて

灰にする装置）を採用する焼却施設（以下「ストーカ炉」という。），②

流動床式燃焼装置（けい砂等の不活性粒子層の下部から，加圧した空気を

分散供給して，不活性粒子を流動させ，その中でごみを燃焼させ，灰にす

る装置）を採用する焼却施設，③ガス化溶融式焼却施設がある。

イ ごみ焼却施設の発注方法
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地方自治体は，ごみ処理施設を建設する実行年度の前々年度以前にごみ

処理基本計画を策定し，建設用地の選定，環境アセスメント等の手続を経

た上，前年度に整備計画書を国に提出するが，その際，工事費用を把握す

るため，将来の入札に参加が見込まれる業者に工事の仕様を提示して，参

考見積金額を徴求している。その後，地方自治体は，国から国庫補助金の

内示を受けて，指名競争入札，一般競争入札，指名見積り合わせ又は特命

随意契約のいずれかの方法により発注する。

地方自治体は，全連及び准連ストーカ炉の新設，更新及び増設工事につ

いて，そのほとんどを指名競争入札，一般競争入札又は指名見積り合わせ

の方法により発注する。また，その発注形態は，①ごみ焼却施設の製造，

据付工事と土木建築工事を一括して，プラントメーカー又はプラントメー

カーと土木建築業者の共同企業体（ＪＶ）に発注する方法，②ごみ焼却施

設の製造，据付工事と土木建築工事を分離して，前者をプラントメーカー

に，後者を土木建設業者にそれぞれ発注する方法がある。

地方自治体は，指名競争入札又は指名見積り合わせの方法で発注するに

当たり，入札参加資格申請をした者のうち，地方自治体が競争入札参加の

資格要件を満たす者として登録している有資格者の中から参加者を指名し

ている。

ウ ストーカ炉のプラントメーカー

ストーカ炉のプラントメーカーには，被告会社のほか，Ｐ３株式会社

（以下「Ｐ３」という。），Ｐ４株式会社（以下「Ｐ４」という。），Ｐ

５株式会社（以下「Ｐ５」という。）及び株式会社Ｐ６（以下「Ｐ６」と

いう。）があり，これらの５社は，業界内では「大手５社」と称されてい

た（以下，これらの５社を「大手５社」という。）。

また，大手５社以外のストーカ炉のプラントメーカーには，株式会社Ｐ

７（以下「Ｐ７」という。），株式会社Ｐ８（以下「Ｐ８」という。），
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Ｐ９株式会社（以下「Ｐ９」という。），Ｐ１０株式会社（以下「Ｐ１

０」という。），Ｐ１１株式会社，Ｐ１２株式会社，株式会社Ｐ１３等が

あった。

(3) 本件工事の発注（甲１，３，４，甲査２９，弁論の全趣旨）

ア 本件工事の発注に係るごみ焼却施設は，全連ストーカ炉で，処理能力が

１日当たり２７０トンである。

イ 本件工事は，平成１０年６月２日，次のとおり，プラントメーカー９社

が指名された上，指名競争入札の方法により入札（以下「本件入札」とい

う。）が行われた結果，被告会社が受注業者に決定され，米子市と被告会

社との間で，同月５日仮契約，同月２６日本契約が締結された。

(ア) 入札予定価格（税抜き） １３６億０１１０万円

(イ) 入札参加者及び各入札価格

① 被告会社 １３５億８０００万円

② Ｐ４ １３９億５０００万円

③ Ｐ１０ １３９億８０００万円

④ Ｐ６ １４３億５０００万円

⑤ Ｐ３ １４４億００００万円

⑥ Ｐ５ １４５億００００万円

⑦ Ｐ７ １４５億８０００万円

⑧ Ｐ９ １４６億００００万円

⑨ Ｐ８ １４７億００００万円

(ウ) 受注価格（税抜き） １３５億８０００万円

(エ) 契約金額（税込み） １４２億５９００万円

(4) 公正取引委員会の審決手続（甲ア１～３，甲査４，２９，弁論の全趣

旨）

ア 公正取引委員会は，大手５社に対し，平成１０年９月１７日に立入検査
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を行い，平成１１年８月１３日に地方自治体が指名競争入札等の方法によ

り発注した全連及び准連ストーカ炉の建設工事について，共同して受注予

定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた事実が認められ，

平成１７年法律第３５号による改正前の私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）３条の「不当な取引制

限」に該当するとして，同法４８条２項による排除勧告をした。

イ 大手５社が上記アの排除勧告に応じなかったため，公正取引委員会は，

審判手続を開始し，平成１６年３月２９日に審決案（以下「本件審決案」

という。）を出した。本件審決案では，大手５社が，平成６年４月から平

成１０年９月までの間に，地方自治体が指名競争入札等の方法により発注

した全連及び准連ストーカ炉の建設工事について，共同して受注予定者を

決定し，受注予定者が受注できるようにしていたとの談合行為があったと

認定した上で，大手５社に対し，周知措置等の必要な措置を命じている。

平成６年４月から平成１０年９月１７日までの間に全国の地方自治体が

行った全連及び准連ストーカ炉の建設工事に関する指名競争入札等の状況

は，別紙のとおりであるところ，本件工事は，本件審決案において談合行

為が認定された工事の中に含まれている。

ウ その後，公正取引委員会は，大手５社に対する排除措置の必要性（独占

禁止法５４条２項）について更に審理を行うため，審判手続を再開した上，

平成１８年３月に第２次審決案を出した。他方，大手５社は，本件審決案

で認定された談合行為の存在について争っている。

(5) 監査請求（甲１，４）

原告らは，平成１２年５月１７日，米子市監査委員に対し，本件入札に際

し，指名業者９社による談合が行われたとして，法２４２条に基づき，米子

市長に対して損害賠償請求権の行使等の勧告の措置を執るよう請求した。米

子市監査委員は，同年７月１０日ころ，原告らに対し，本件入札につき談合
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の事実を認定することができなかったとして，上記請求には理由がないとの

監査結果を通知した。

なお，上記通知には，「今後，公正取引委員会の審決が確定し，本件工事

における違法行為の存在及び損害の発生が明らかになった場合には，その損

害の填補のため必要な措置をとられるよう市長に要望する」との監査委員の

意見が付されている。

３ 本件の請求原因事実

原告らは，本件不法行為の請求原因事実として，「被告会社は，Ｐ３，Ｐ５，

Ｐ６及びＰ４とともに，事前に合意していた基本談合行為に従って，本件工事

において，その入札に先立ち上記５社の話し合いで被告会社を受注予定者とす

ることを決め，入札日の前に他の参加者に自社の入札価格を連絡するなどし，

他の参加者が被告会社の入札価格以上で入札することを合意し，この合意に基

づいて入札を実行したため，本件工事は，被告会社が予定価格の９９．８４％

に当たる１３５億８０００万円で受注した。上記談合が行われず入札参加者間

の競争が確保されたとすれば，本件工事の受注価格と比べ，控えめにみても１

０％以上低い水準での受注者が出現したはずであるから，米子市は，現実の契

約金額の少なくとも１０％に相当する損害を被った。」旨を主張している。

４ 本件の争点

(1) 本件損害賠償請求について，訴訟物は特定されているか。（争点(1)）

(2) 本件入札において，被告会社らによる談合が行われたか。（争点(2)）

(3) 前記(2)の談合により米子市が被った損害額はいくらか。（争点(3)）

(4) 被告米子市長が，被告会社に対し，前記(2)の談合による損害賠償請求権

を行使しないことについて，違法に財産の管理を怠るといえるか。（争点

(4)）

(5) 本件損害賠償請求（法２４２条の２第１項４号による住民訴訟）におい

て，弁護士費用相当額を請求しうるか。また，弁護士費用相当額を請求しう
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るとして，その金額はいくらか。（争点(5)）

５ 当事者の主張

(1) 争点(1)について

（原告らの主張）

本件損害賠償請求について，訴訟物は特定されている。本件では，大手５

社による談合の基本合意を主張しており，本件工事に関する個別合意につい

ても，基本合意に基づき受注予定者及び受注価格を決定したと主張していて，

請求原因事実を特定している。本件工事に関する個別談合の日時，場所及び

内容・方法等は，談合行為が秘密裡に行われることから特定困難であり，ま

た，これらの事実を特定しなくても被告の防御権を害しないから，請求原因

事実として特定する必要はないというべきである。

（被告会社の主張）

本件損害賠償請求について，訴訟物は特定されていない。談合を不法行為

と主張する場合には，談合の基本合意のみならず，本件工事に関する個別合

意を特定する必要があるところ，原告は，個別合意について，その談合の日

時，場所及び内容・方法等を具体的に特定しておらず，抽象的・概括的な主

張をするにとどまっており，被告の防御権を害するから，主張自体失当とい

うべきである。

(2) 争点(2)について

（原告らの主張）

ア 全国のストーカ炉建設工事での談合行為

(ア) 大手５社は，地方公共団体の計画するストーカ炉の建設工事につい

て，次のとおり談合行為を行っていた。

ａ 基本合意

大手５社は，各社が受注希望の表明を行った上，①受注希望者が１名の

工事はその者を，受注希望者が複数の工事は受注希望者で話し合って，そ
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れぞれ受注予定者を決定し，②受注予定者を決定した工事について，大手

５社以外の業者（以下「アウトサイダー」という。）が指名競争入札等に

参加する場合には，受注予定者は，自社が受注できるようアウトサイダー

に対し協力を要請し，③受注価格は，受注予定者が定めて，受注予定者以

外の者は，受注予定者がその価格で受注できるよう協力する。

ｂ 個別合意

大手５社は，平成６年４月以降，営業責任者の集まる会合において，地

方公共団体の計画するストーカ炉の建設工事について，処理能力の規模別

に区分したリストを作成し，その情報を交換して，受注希望表明の対象と

なる工事を確定し，前記基本合意のとおり受注予定者を決定する。

(イ) 前記(ア)の談合行為があったことは，次の事情から明らかである。

すなわち，①Ｐ３のＰ１４，被告会社のＰ１５等の大手５社の関係者は，

談合行為があったことを認める供述をしていること，②大手５社の社内文

書の中には，ストーカ炉の建設工事の情報交換，受注希望表明，受注予定

者の決定，受注価格の連絡，アウトサイダーに対する協力要請等が記載さ

れたもの，大手５社の営業担当者においてストーカ炉の受注状況を数値化

して試算したもの，個別工事につき談合をうかがわせるものがあること，

③大手５社による平均落札率が９６％を超えていたこと等の談合行為の存

在を推認させる証拠等が存在する。

また，大手５社の平成６年４月以降の受注状況を算出すると，各社の指

数は，限りなく「０．２」に近い数値であり，大手５社が各社の受注数値

がほぼ均衡するよう受注調整を行っていたことが推認される。

イ 本件工事での談合行為

大手５社は，前記基本合意に従い，本件工事についても，本件入札に先

立って談合を行い，被告会社を受注予定者として決定した。そして，被告

会社は，本件入札に先立ち，アウトサイダーに対し，自らの応札価格を連
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絡するなどして談合への協力を求め，アウトサイダーは，これを了承して，

被告会社の応札価格を超える金額での入札を行った。このように，本件工

事については，大手５社及びアウトサイダーにより，被告会社が受注予定

者とされ，本件入札における指名業者間での競争が排除されたものである。

大手５社は，前記アのとおり，全国のストーカ炉建設工事で談合を繰り

返しており，本件工事について談合が行われていないとは考えがたい上，

本件入札の落札率（受注価格を予定価格で除した数値）が９９．８４％と

極めて高いこと，他の入札参加者８社の入札価格が予定価格を超えており，

最低価格と最高価格の乖離が８．２％しかないことは，本件工事について

談合が存在したことを裏付けている。

本件工事は，前記のようなアウトサイダーを含めた談合の結果，談合が

なければ形成されたであろう契約額と比較して高い価格での落札がされ，

米子市に損害が生じたことが明らかである。

（被告会社の主張）

ア 全国のストーカ炉建設工事での談合行為

(ア) 大手５社は，全国のストーカ炉建設工事において，談合行為を一切

していない。

(イ) 原告の主張する証拠等は，いずれも談合行為を裏付けるものでない。

すなわち，①Ｐ１４は，公正取引委員会の審査官（以下「審査官」とい

う。）から任意性を欠く不当な取調べを受けた上，談合行為の存在を認め

る供述内容も簡単なものであって，Ｐ１４供述には，任意性及び信用性が

ない。Ｐ１５は，審査官から不当な取調べを受けた上，談合行為の存在を

認める供述内容も，Ｐ１５自身が個別談合が行われたとされる会合の出席

者でなく，他者から聴取した内容を述べた伝聞にすぎない上，談合行為の

ような極秘事項を社外の酒席で聴取したというのも不自然であって，Ｐ１

５供述には，信用性がない。また，Ｐ１４供述とＰ１５供述は，談合行為
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の対象となる物件の分類方法等が合致しておらず，これらはいずれも信用

性がない，②大手５社の社内文書等は，各社が自社の営業活動を行うに当

たり，各地方公共団体や業界誌等からごみ焼却施設の建設計画及び受注状

況等に関する情報を収集したにすぎない。上記文書等は，その情報源が限

られることから，各社で記載内容が一致する部分のあるのは当然であり，

談合行為の存在を裏付けるものではない，③落札率の高低で談合の有無を

判断することはできない。また，原告は，大手５社の受注状況の指数を指

摘するが，この指数の低い順に受注希望を表明することを裏付ける証拠は

なく，このような指数が談合行為の存在を推認させるものでもない。

そもそも，ごみ焼却施設の建設工事は，大手５社のみならず，他のプラ

ントメーカーを含めて熾烈な競争が行われており，また，各業者の技術力

や設計内容等に差があって，大手５社であっても各地方公共団体から必ず

指名を受けられるものではない。そのうえ，ごみ焼却施設の建設工事は，

物件ごとの受注金額が巨額に上り，受注の成否が会社経営に大きな影響を

与えるところ，各地方自治体によって，発注の有無及び工期等が様々であ

る等の不確定要素が多く，数年先に発注予定の物件について，予め談合に

より受注予定者を決定することはあり得ない。

イ 本件工事での談合行為

大手５社は，全国のストーカ炉建設工事で談合行為をしておらず，本件

工事についても，談合行為をしていない。また，本件入札は，大手５社の

みならず，４社のアウトサイダーが参加しているが，アウトサイダーに対

する協力要請があった事実を示す証拠は一切存在しない。本件入札の落札

率が９９．８４％であることや，他の入札参加者８社の入札価格が予定価

格を超えており，最低価格と最高価格の乖離が８．２％であること等の事

情は，本件工事において談合行為が行われたことを積極的に裏付けるもの

ではない。
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（被告米子市長の主張）

原告らの主張のうち，本件入札の落札率が９９．８４％であったこと，他

の入札参加者８社の入札価格が予定価格を超えていたこと，最低価格と最高

価格の乖離が８．２％であったことは認め，その余はいずれも不知。

(3) 争点(3)について

（原告らの主張）

本件工事については，談合が行われず入札参加者間の競争が確保されたと

すれば，本件工事の受注価格と比べ，控えめにみても１０％以上低い水準で

の落札者が出現したはずであるから，米子市は，現実の契約金額の少なくと

も１０％に相当する損害を被った。

（被告会社の主張）

原告の主張は否認する。原告は，本件工事の実際の受注価格と入札参加者

間の競争が確保された場合の受注価格との差額を具体的に明らかにしておら

ず，原告の主張する１０％の数値には，合理的根拠がない。

（被告米子市長の主張）

原告の主張は，不知。

(4) 争点(4)について

（原告らの主張）

被告米子市長は，被告会社に対し，本件不法行為に基づく損害賠償請求権

を行使しようとせず，財産の管理を違法に怠っている。

（被告らの主張）

本件不法行為については，公正取引委員会が審判手続を開始しているが，

被告会社らが談合の存在を全面的に争っており，被告米子市長において談合

の事実を把握できる状況になく，被告米子市長が本件不法行為に基づく損害

賠償請求権を行使していないとしても，違法に財産の管理を怠っているとは

いえない。
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また，被告米子市長が上記損害賠償請求権を有しているとしても，これを

いつ，どのような方法で行使するかは，被告米子市長の合理的な裁量に委ね

られている。本件では，公正取引委員会の審決が確定すれば，被告米子市長

は，被告会社に対し，法２５条に基づく損害賠償請求訴訟を提起することが

でき，上記訴訟では，談合行為の存在の推定，損害額の立証につき公正取引

委員会の意見請求（法８４条）等が可能であって，不法行為に基づく損害賠

償請求訴訟と比較して立証が容易になる。被告米子市長は，このような事情

を考慮して，現段階では不法行為に基づく損害賠償請求を差し控えているに

すぎず，上記損害賠償請求権の不行使は，合理的な裁量の範囲内に止まるも

のであって，財産の管理を違法に怠っているわけではない。

(5) 争点(5)について

（原告らの主張）

原告らは，本件訴訟の提起及び追行を原告訴訟代理人に委任し，その弁護

士費用を支払う旨約した。不法行為に基づく損害賠償請求訴訟においては，

弁護士費用相当額が損害として認められるが，これは，法２４２条の２第１

項４号による住民訴訟であっても同様であり，法２４２条の２第７項の規定

があるからといって，その請求を妨げられない。本件の弁護士費用相当額は，

談合行為による損害額の７％相当額である９９８１万３０００円である。

（被告会社の主張）

本件訴訟は，法２４２条の２第１項４号による住民訴訟であるところ，そ

の弁護士費用は，原告らが勝訴した場合に米子市から支払われるものであっ

て（法２４２条の２第７項），米子市には弁護士費用相当額の損害が生じて

いない。したがって，本件訴訟では，弁護士費用相当額を請求し得ない。

仮に，弁護士費用相当額を請求しうるとしても，原告の主張する金額は，

著しく高額である。

（被告米子市長の主張）
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原告の主張は，争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点(1)について

被告会社は，本件請求原因事実について，本件工事に関する談合の個別合意

につき日時，場所及び内容・方法等を明らかにして特定する必要があり，原告

はその特定をしておらず，訴訟物が特定されていないと主張する。

しかし，原告は，前記第２の３のとおり，大手５社による基本合意の内容を

主張した上，本件工事についても，本件入札に先立ち，上記基本合意に基づき

受注予定者が被告会社に決定されたと主張している。そして，訴訟物の特定と

しては，談合の対象となった個別工事を特定し，その受注予定者が入札参加者

間の合意により事前に決定されたことを主張すれば，他の談合行為に関する事

実と識別することが可能となり，被告らの防御に特に不利益があるわけではな

い。また，談合行為は，入札参加者間で秘密裡に行われるのが通常であり，そ

の性質上会合に関する資料等が残されることも少ないという事情を考慮すると，

原告において個別合意の具体的な日時，場所についてまで特定することは，実

際上，不可能又は著しく困難である。

よって，本件の訴訟物は，原告の主張する請求原因事実（前記第２の３）の

内容によって特定されているというべきであり，被告会社の主張は，採用する

ことができない。

２ 争点(2)について

(1) 全国各地のストーカ炉建設工事での談合行為の存否

ア 証拠関係

(ア) 関係者の供述

ａ 関係者の供述内容

大手５社の関係者の審査官に対する供述の内容は，次のとおりである。

(ａ) Ｐ１４供述（甲査２８，４６）
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Ｐ１４は，昭和６１年１０月にＰ３本社環境装置一課に異動し，平成８

年４月に同課課長に就任し，ごみ処理施設の営業を担当していた。

Ｐ１４は，平成１０年９月１７日付け供述調書（甲査２８，４６）にお

いて，①大手５社は，毎月１回ほど各社の営業担当者の出席する会合を開

催しており，Ｐ１４は，平成６年４月以降その会合に出席するようになっ

たこと，②会合の出席者は，ごみ処理施設の発注予定に関する情報をつか

んでおり，どのような物件があるかについては出席者全員が共通の認識を

有していたこと，③会合では，各出席者がそれぞれ受注を希望するかどう

かを表明し，受注希望者が１社の場合は当該会社が受注予定者と決定し，

受注希望者が２社以上の場合は希望者同士で話し合って受注予定者を決定

していたこと，④受注予定者を決定する際は，ごみ処理施設の処理能力が

１日当たり４００トン以上のもの，２００トン以上のもの，２００トン未

満のものを，それぞれ大，中，小に分けて受注希望を表明し，受注予定者

を決定していたこと，⑤アウトサイダーが指名競争入札等に指名された場

合には，受注予定者は，当該アウトサイダーに接触し，自社が受注できる

よう協力を求めていること，⑥受注予定者は，当該物件について大手５社

を含めた相指名業者に対し，各業者の入札価格を電話で連絡して協力を求

めていること⑦Ｐ１４が会合に出席するようになった平成６年４月以降，

Ｐ３が受注予定者となった物件は，ほぼ予定どおり受注していること等を

供述している。

(ｂ) Ｐ１５供述，メモ（甲査３５，４４）

Ｐ１５は，平成８年７月に被告会社Ｐ１６支社機械プラント部環境プラ

ント営業室長に就任し，近畿地方のごみ処理施設の受注業務を担当してい

た。

Ｐ１５は，平成１０年９月１８日付け供述調書（甲査４４）において，

平成８年秋から冬までの間に，被告会社本社環境プラント部営業部長ら３
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名から聴取した内容として，①大手５社のみで指名競争入札が行われる場

合には，大手５社のルールにより，予め物件ごとに受注予定者が決定され

ること，②大手５社のほかにＰ７，Ｐ８，Ｐ１０又はＰ９が参加して指名

競争入札が行われ，被告会社が受注予定者となっている場合には，その４

社とも話し合いを行い，必ずしも全て受注できるとは限らないが，話し合

いの結果，被告会社が受注予定者になることもあり得ること，③大手５社

は，年１回ほど担当者の集まる「張り付け会議」という会議を開催し，発

注情報を有しているストーカ炉について，大手５社に平等に分け与える形

で，予め物件ごとの受注予定者を決定していること，④会議では，各業者

がぞれぞれ受注希望を述べて，受注希望者が１社の場合は当該会社が受注

予定者と決定し，受注希望者が複数の場合は，その業者間で受注予定者を

決定すること，⑤受注予定者を決定する際は，ごみ処理施設の処理能力が

１日当たり４００トン以上の大規模物件，１００トン以上４００トン未満

の中規模物件，１００トン未満の小規模物件に分けて，受注予定者を決定

していること，⑥受注予定者は，その物件を受注する権利を有するととも

に，アウトサイダーが入札に参加しないよう発注先の地方自治体に働きか

けること，⑦アウトサイダーが入札に参加する場合には，一部で「たたき

合い」という事態が起こることも考えられ，受注予定者となった業者が受

注できるとは限らないので，その分の補填はしないこと等を供述している。

また，Ｐ１５は，上記聴取内容を記載したメモ（甲査３５。以下「Ｐ１

５メモ」という。）を所持しており，Ｐ１５メモには，「ストーカ炉は，

大手５社（Ｐ２，Ｐ５，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ６）が中核メンバーでＰ７とＰ８

が準メンバー。但し，Ｐ１０，Ｐ９等は話合いの余地はある。」，「スト

ーカ大手５社のルール ①大（４００ｔ以上）②その他全連（３９９ｔ以

下）③准連の３項目に分けて張り付け会議を行う。１年に１回。その時点

で明確となっている物件をだいたい各社１個づつ指定する。その後は，そ



16

の物件は１００％その会社が守る権利と義務が発生する。その物件が何年

先かは関係ない。同年度に重なったりゼロであったりする。比率は５社イ

ーブン（２０％）」，「その物件に５社以外のメンバが入った時は，タタ

キ合いとなる。業界は補てん等一切行わない。」等と記載されている。

(ｃ) その他の関係者の供述

Ｐ１７は，平成８年３月にＰ３Ｐ１８支社機械一課に異動し，同年４月

に同課課長に就任し，中国地方のごみ処理施設等の営業を担当していたが，

平成１０年９月１８日付け供述調書（甲査４２）において，前任者から引

き継いだ内容として，大手５社が，ごみ焼却施設について機会均等に受注

するために受注予定者を決めており，各社の本社レベルでその話し合いが

行われていると聞いた旨供述している。（甲査４２）

Ｐ１９は，平成元年４月以降にＰ３Ｐ１８支社機械一課で中国地方のご

み処理施設の営業を担当していたが，平成１１年２月５日付け供述調書

（甲査１０８）において，前任者から引き継いだ内容として，大手５社が，

ストーカ炉の受注に際して，各社均等に物件を受注できるよう本社レベル

で受注調整を行っており，本社から，発注先の地方自治体に対し指名業者

を大手５社に絞り込むべく営業活動を行うよう指示を受けていたと供述し

ている。（甲査４７，１０８）

Ｐ２０は，平成１０年６月にＰ６環境プラント本部本部長に就任し，西

日本のごみ焼却施設の営業等を担当していたが，平成１０年９月１７日付

け供述調書（甲査４５）において，同本部営業部長から聴取した内容とし

て，何としてもＰ６が受注したい物件については，他社と話し合いを行い，

Ｐ６の入札価格よりも高い価格で他社が入札することに応じてもらったり，

Ｐ６が他社の受注に協力したりすることがあると供述している。（甲査４

５）

ｂ 供述内容の検討
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(ａ) Ｐ１４供述（甲査２８，４６）は，前記のとおり，大手５社に

よる受注予定者の決定方法等につき具体的な説明をしており，審査官によ

る誘導等による虚偽の内容とは考えがたい。また，その取調べは，公正取

引委員会による立入り検査当日に行われ，他の談合関係者からの影響を受

けない状況下でされている。他方，Ｐ１４は，後の取調べでは談合を否定

する供述をする（甲査１６２～１８１等）が，これらの供述中には，自己

の作成又は管理する文書や従前の取調べ状況につき曖昧であったり，不自

然に供述を回避したりする部分があり，信用性に乏しい。したがって，談

合を認めたＰ１４供述（甲査２８，４６）は，信用性があると認められる。

なお，被告会社は，Ｐ１４供述について，審査官から任意性を欠く不当

な方法での取調べを受けたと主張し，Ｐ１４は，後日の取調べや別件訴訟

において，強引に公正取引委員会に連行された上，長時間にわたり，審査

官から強い威迫や誘導等を受けたこと等を供述する（甲査１６５，１８２

～１８９，乙２０等）。しかし，Ｐ１４は，①談合を認めた供述調書（甲

査２８，４６）について，その内容を読み聞かせられた上で署名・押印し

ており，②取調べを受けた後，被告会社のＰ２１に対し，その内容を相当

詳細に伝えてもいる（甲査３６）から，取調べの際，審査官の威迫や誘導

等により，その意思が抑圧されていたとは認めがたいところであって，被

告会社の上記主張は，採用できない。また，被告会社は，Ｐ１４には１億

円以上の物件の決裁権限がなく，かかる物件につきＰ１４が受注予定者を

決定することはできないと主張するが，Ｐ３において内部的な決裁権限を

有していないからといって，大手５社による談合行為に関与し得ないわけ

ではない。

(ｂ) Ｐ１５供述（甲査４４）及びＰ１５メモ（甲査３５）は，Ｐ１

５が大手５社の会合に自ら出席したのではなく，被告会社の本社環境プラ

ント部営業部長ら３名からの聴取内容を説明したものであるが，受注予定
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者の決定方法等につき具体的な説明をしており，その内容は，相当に信用

できるものと認められる。

もっとも，被告会社は，Ｐ１５供述について，審査官から，長時間にわ

たる取調べを受け，この調書を裁判に出さない等として署名押印を求めら

れるなど不当な方法での取調べを経て作成されたものであると主張する。

しかし，Ｐ１５に対する取調べは，長時間にわたったことが認められるも

のの（甲査１５４），そのことから直ちに，供述内容が信用できなくなる

わけではないし，Ｐ１５供述の内容は，専らＰ１５メモに沿った説明をし

たにすぎず，審査官から，その際，虚偽の内容を供述するよう強要される

などの不当な取調べを受けたとの証拠はない。また，被告会社は，Ｐ１５

メモには「Ｐ７とＰ８は準メンバー」，「５社以外のメンバが入った時は

タタキ合いとなる」との記載があり，両者が矛盾すると主張するが，これ

は，アウトサイダーとの間で談合の合意をする余地はあるが，合意ができ

なければ競争関係に立つとの趣旨であると理解でき，何ら矛盾する記載で

はない。さらに，Ｐ１５が社外の酒席でこのような極秘事項を聴取したと

いう経緯も，殊更に不自然とはいいがたい。

(ｃ) そして，Ｐ１４供述，Ｐ１５供述及びＰ１５メモは，いずれも

地方公共団体の発注するストーカ炉の建設工事について，大手５社により

談合が行われていたことを認めているほか，ストーカ炉を規模毎に３つに

区分した上で，各社が受注希望表明を行い，受注希望者が１社の場合は当

該会社が受注予定者と決定し，受注希望者が複数の場合は，その業者間で

受注予定者を決定するという談合行為の基本的事項につき一致した説明を

しており，他の関係者（Ｐ１７，Ｐ１９及びＰ２０）においても，大手５

社による談合行為の存在につき前任者からの引継ぎを受けたこと等の供述

をしていることを併せ考慮すると，その信用性は高いというべきである。

これに対し，被告会社は，Ｐ１４供述とＰ１５供述及びＰ１５メモとで
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は物件の分類基準等が相違する旨主張するが，上記各供述の信用性を否定

すべきほどの相違があるとはいえない。

(イ) 談合行為の存在をうかがわせる社内文書

ａ 平成７年９月ころの文書

(ａ) Ｐ４機械・環境・エネルギー事業本部環境装置営業本部Ｐ２２

営業部参事のＰ２３の所持していた「年度別受注予想 Ｈ０７．０９．２

８」と題する書面（甲査８９。以下「Ｐ２３リスト」という。）には，平

成７年９月２８日の時点で，平成８年度以降に発注が見込まれるストーカ

炉の物件を地方自治体名で列挙し，各年度ごとに「○」「○」「○」

「○」「○」の欄で分類されており，この欄は，順にＰ４，Ｐ３，Ｐ５，

被告会社，Ｐ６の大手５社を略称したものと考えられる。そして，Ｐ２３

リストに記載された工事（各社の略号に「－Ｓ」が付されたもの）のうち

実際に発注されたものは，平成８年度が１２件，平成９年度が９件，平成

１０年度が１件の合計２２件であるが，この２２件からＰ８の受注した３

件（日南地区衛生センター管理組合，α地区広域衛生施設組合，β）及び

Ｐ５の受注した１件（東京都中央地区清掃工場）を除いた１８件について

は，実際の受注業者がＰ２３リストで分類された業者と合致している（甲

査２９）。

(ｂ) Ｐ２３リストは，表題自体は受注予想とされているが，これだ

け多数の工事について数年前から正確な受注予想を行うのはおよそ不可能

であり，予め決定された受注予定者を記載したものとみるほかない。そう

すると，大手５社は，平成７年９月２８日までに，Ｐ２３リスト記載の工

事について，予め受注予定者を決定したことがうかがわれる。

ｂ 平成８年１２月ころの文書

(ａ) Ｐ３のＰ１４の所持していたノート（甲査６７。「以下「Ｐ１

４ノート」という。）は，ごみ処理施設の物件を地方自治体名で列挙した
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ものであるが，リストの横に「１順目は自由，２順目は自由，３順目は２

００ｔ／日未満 １２／９」「バッティングしたら１２／１８までに結

着」との記載があり，このうち「１２／９」の記載は，ノートの前の記載

に照らして，平成８年１２月９日を指すと推認される。（甲査６７，１７

９）

被告会社の環境第二営業部第二営業室統括スタッフのＰ２４の所持して

いた１９９６年版ダイアリーのうちの一文書（甲査７６。以下「Ｐ２４文

書」という。）は，ごみ処理施設の物件を地方自治体名で列挙したもので

あるが，その欄外に「①２００ｔ／日以上，②２００ｔ／日未満」「１２

／９，２件①，②双方から，さらに１件②から，合計３件」との記載があ

る。（甲査７６）

(ｂ) Ｐ１４ノート及びＰ２４文書は，記載内容がほぼ合致しており，

その内容に照らすと，地方自治体の発注するごみ処理施設について，平成

８年１２月９日の会合で，その処理能力に応じて３回に分けて，順番に受

注希望表明をする方法で談合行為を行ったことがうかがわれる（なお，Ｐ

１４は，上記Ｐ１４ノートの記載につき不自然に供述を回避しており（甲

査１７９），かかる供述態度からも，談合行為の存在がうかがわれるとい

える。）。

ｃ 平成９年９月ころの文書

(ａ) 被告会社のＰ２４らの所持していた平成９年９月１日付けリス

ト（甲査６０）及び同月１１日付けリスト２通（甲査６２，６３。以下，

これらのリスト３通を合わせて「Ｐ２４リスト」という。）は，いずれも

ごみ処理施設の物件を地方自治体名で列挙し，処理能力に応じて「全連

（４００ｔ以上）」「全連（２００ｔ以上４００ｔ未満）」「全連（２０

０ｔ未満）」で区分したものであるが，甲査６０のリストの１枚目の上部

には，「全連小型（２００ｔ未満）９／２９ ２～３件，大型１０／１６
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１件，中型１１／１９ ２件？」「９／１１ 大・中・小 対象物件確

定」との記載があり，また，甲査６２，６３号証のリストの１枚目には，

「全連２００ｔ未満３件 ９／２９（月）」「〃２００ｔ以上～４００ｔ

未満２件 １０／２９（水）」「〃４００ｔ以上１件 １０／１６

（木）」との記載がある。（甲査６０，６２，６３，１４０）。

Ｐ４の平成９年９月ころの社内文書（甲査１５５）は，平成１０年以降

に発注の見込まれるストーカ炉の物件を地方自治体名で列挙したものであ

るが，高萩市に「○１」，北上地区に「○２」，γに「○３」，江南丹羽

に「○１」，横手平鹿に「○２」，江別市に「○３」，福島市に「○１」，

八千代市に「○１」，久喜宮代に「○３」，西村山に「○１」，δに「○

２」，国立市に「○３」，常陸太田に「○１」，松阪市に「○２」と記載

され，３枚目の欄外には「○３パス」と記載されており，このアルファベ

ットは，順に被告会社，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６の大手５社を略称したも

のと考えられる。そして，この社内文書は，大手５社の略称のみならず１

から３までの順番が記載されていること，「○３はパス」との記載はＰ６

が３番目の受注希望表明をしなかったことを意味するとみられることから

すれば，大手５社による受注希望表明の結果を示したものということがで

きる。（甲査１５５）

(ｂ) Ｐ２４リスト（甲査６２）とＰ４の社内文書（甲査１５５）は，

４００トン以上の物件については２２件がすべて一致し，４００トン未満

２００トン以上の物件については東村山市の物件を除く２９件が一致し，

２００トン未満の物件については甲査１５５に手書きで記載された八千代

市及び西村山の物件，甲査６０に記載されたε，甲査１５５に記載された

那賀郡広域を除く９６件が一致している。これに加えて，これらの文書の

記載内容に照らすと，大手５社は，平成９年９月から１１月までの間の会

合で，地方自治体の発注するストーカ炉につき情報交換を行った上，物件
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の規模ごとに受注希望表明を行う方法で，予め受注予定者を決定したこと

がうかがわれる。

ｄ 平成９年１２月ころの文書

(ａ) 被告会社環境第一営業部第二営業室統括スタッフのＰ２５の所

持していた平成９年１２月１７日付けリスト（甲査５８。以下「Ｐ２５リ

スト」という。）は，ごみ処理施設の物件を地方自治体名で列挙し，処理

能力に応じて「全連（４００ｔ以上）」「全連（２００ｔ以上４００ｔ未

満）」「全連（２００ｔ未満）」で区分したものであるが，その１枚目に

「１／２０対象物件見直し４００ｔ以下，＋α１件残」「〈社内〉１／２

６（火）１４：００～，１／１６（金）１６：００～」「１／３０張付

け」との記載がある。

Ｐ５環境事業本部Ｐ２６営業部作成の平成１０年１月２７日ころのリス

ト（甲査５５。以下「Ｐ５リスト」という。）は，ごみ処理施設の物件を

地方自治体名で列挙し，処理能力に応じて「大型」「中型」「小型」で区

分したものであるが，その１枚目の送信書には「中型の対象物件送付しま

す，１／３０ハリツケする予定です」と記載されている。

(ｂ) Ｐ２５リストとＰ５リスト（太線による抹消後のもの）は，沼

津及び豊田加茂の各物件がＰ２５リストでは大型物件，Ｐ５リストでは中

型物件として記載されていること，宗像古賀，逗子市の物件がＰ２５リス

トには記載されていないこと，川口，金沢，西秋川の物件がＰ５リストに

は記載されていないことを除いて，大型物件が１６件，中型物件が２３件，

小型物件８４件が一致している。これに加えて，これらの文書の記載内容，

特に「張付け（ハリツケ）」という用語を共通して用いているところ，前

記Ｐ１５供述（甲査４４）では「張付け」という用語を大手５社による談

合の会合であると説明していることを併せ考えると，大手５社は，平成１

０年１月３０日の会合で，地方自治体の発注するストーカ炉につき情報交
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換を行った上，物件の規模ごとに，予め受注予定者を決定したことがうか

がわれる。

ｅ 平成１０年３月ころの文書

(ａ) 被告会社環境第一営業部長のＰ２７の所持する１９９８年版手

帳（甲査７３。以下「Ｐ２７手帳」という。）のうち平成１０年３月２６

日の欄には，「〈中小型物件はりつけ〉」との記載がある。（甲査７３）

Ｐ３のＰ１７の作成したメモ（甲査９６。以下「Ｐ１７メモ」とい

う。）には，「Ｐ１４Ｋ：３／２６日 会合で中国五県の話は出なかっ秘○

た。引き続き営業強化宜しく。」との記載があり，Ｐ１７は，この「 会秘○

合」の意味について，業界の受注調整のための会合であると認識している

旨供述している。（甲査９６，甲査１０２，甲ア３）

Ｐ５環境事業本部営業本部Ｐ２８営業部で保管されていた平成１０年３

月２４日付け「環境装置需要一覧表」と題する書面（甲査５６。以下「Ｐ

５一覧表」という。）は，ごみ処理施設の物件を地方自治体名で列挙し，

処理能力に応じて「大型」「中型」「小型」で区分したものであるが，そ

の各物件のうち北海道恵庭には「○○」，静岡盤南には「○」，愛知沼津

市には「○」，岡山倉敷ζには「○」，長崎県央広域には「○」とそれぞ

れ手書きで記載されており，このアルファベットは，「○○」がＰ５，

「○」が被告会社，「○」がＰ６，「○」がＰ３の大手５社を略称したも

のと考えられる。（甲査５６，１４０）

Ｐ３環境装置第一課主務のＰ２９の所持していたメモ（甲査７７。以下

「Ｐ２９メモ」という。）には，「○」欄には「西海岸」「バン南」，

「○」欄には「西海岸」「恵庭」，「○」欄には「沼津」，「○」欄には

「県央」「豊田加茂」の各物件が記載されており（「○」欄には何も記載

されていない。），このアルファベットは，順に被告会社，Ｐ５，Ｐ６，
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Ｐ３，Ｐ４の大手５社を略称したものと考えられる。（甲査７７）

(ｂ) Ｐ２７手帳では，平成１０年３月２６日に「はりつけ」の記載

があり，前記Ｐ１５供述（甲査４４）では「張付け」という用語を大手５

社による談合の会合であると説明していること，Ｐ１７メモでは平成１０

年３月２６日に秘密の会合が行われたことが記載されていること，Ｐ５一

覧表及びＰ２９メモには，大手５社の略称を付した物件の記載があり，そ

の記載内容もおおむね一致していることを併せ考えると，大手５社は，平

成１０年３月２６日，地方自治体の発注する中・小型のストーカ炉につき，

予め受注予定者を決定したことがうかがわれる。

(ウ) 各社の受注割合を分析した文書

ａ Ｐ２９所持の文書（甲査１０６）

Ｐ３のＰ２９の所持していたノート（甲査１０６。以下「Ｐ２９ノー

ト」という。）は，次のとおり理解できる。

第１に，１枚目には「○」「○」「○」「○」「○」との記載があり，

このアルファベットは，順にＰ４，Ｐ６，被告会社，Ｐ５，Ｐ３の大手５

社を略称したものと考えられる。また，上部欄外には「１２／２４ 新城

△１８／△１８」「１／２６ 中央４２０／４２０」「５／１ 千葉４０

５×０．７→２８３」「５／１１ 富山８１０／８１０」「５／２４ 賀

茂１５０／１５０」「６／２ 米子△３０／△３０」，下部欄外には「６

／５春日井２８０／２８０」「７／２名古屋５６０×０．７→３９２」と

の記載，表中に「分母＋２２８７」との記載がある。そして，表の左側に

書かれた大手５社の各分数は，①分母については，２２８７（この数値は，

上記各分数の分母の合計値となっている。）を加算すると右側の分数の分

母になり，②分子については，Ｐ４が２８３，Ｐ６が８１０，被告会社が

４００，Ｐ５が４２０，Ｐ３が３７４を加算すると，それぞれ右側の分数

の分子になる。
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１枚目に記載された地方自治体名等は，甲査第２９号証，甲Ａ第４号証，

同第５号証と対比すると，「新城」が新城広域事業組合（入札日・平成９

年１２月２４日，処理能力・８０トン，受注業者・Ｐ３），「中央」が東

京都中央地区清掃工場（入札日・平成１０年１月２６日，処理能力・６０

０トン，受注業者・Ｐ５），「千葉」が千葉市Ｐ３０工場（受注年度・平

成１１年度，処理能力・４０５トン，受注業者・Ｐ４），「富山」が富山

地区広域圏事務組合（受注年度・平成１１年度，処理能力・８１０トン

（２７０トン×３炉），受注業者・Ｐ６），「賀茂」が賀茂広域行政組合

（入札日・平成１０年８月３１日，処理能力・１５０トン，受注業者・被

告会社），「米子」が本件工事（入札日・平成１０年６月２日，処理能力

２７０トン，受注業者・被告会社），「春日井」が春日井市（受注年度・

平成１１年度，処理能力２８０トン，受注業者・被告会社），「名古屋」

が名古屋市Ｐ３１工場（入札日・平成１０年７月３０日，処理能力・５６

０トン，受注業者・Ｐ３）を指すと認められるところ，地方自治体ごとに

記載された分数の分子の数値を各物件の実際の受注業者と対応させると，

Ｐ４が「千葉」の２８３，Ｐ６が「富山」の８１０，被告会社が「賀茂」

の１５０及び「春日井」の２８０の合計から「米子」の３０を減じた４０

０，Ｐ５が「中央」の４２０，Ｐ３が「名古屋」の３９２から「新城」の

１８を減じた３７４となり，各社の表の左側の分数の分子から右側の分数

の分子への加算値と一致する。

そうすると，１枚目は，Ｐ２９において，その作成時期は必ずしも明確

でないが，大手５社の受注割合を分析していたものと推認される。

第２に，２枚目には，大手５社に加えて，「○」「○」の記載があり，

このアルファベットは，順にＰ７，Ｐ８を略称したものと考えられ，１枚

目と同じ要領により，Ｐ２９において，その作成時期は必ずしも明確でな

いが，これら７社の受注割合を分析していたものと推認される。（甲査２
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９，１０６）

ｂ Ｐ２３所持の文書（甲査１０７）

Ｐ４のＰ２３の所持していた平成７年１１月３０日付けで平成８年２月

調整済みの一覧表（甲査１０７。以下「Ｐ２３一覧表」という。）には，

前回が平成７年８月２７日，現状が同年１１月３０日までとして，「○」

「○」「○」「○」「○」「○」「○」との記載があり，このアルファベ

ットは，順にＰ４，Ｐ３，Ｐ５，被告会社，Ｐ６，Ｐ７，Ｐ８を略称した

ものと考えられ，また，発注物件の地方自体名も記載されており，その表

中の数値は，７社の受注割合を分析したものと推認される。（甲査１０７，

１４０）

イ 認定事実

以上の証拠関係によれば，全国各地のストーカ炉建設工事での談合行為

の存在について，Ｐ１４供述及びＰ１５供述（前記ア(ア)ａ(ａ)，(ｂ)）

は，受注予定者の決定方法等について具体的な説明をしており，両供述相

互間で内容がほぼ一致し，Ｐ１７，Ｐ１９及びＰ２０の供述（前記ア(ア)

ａ(ｃ)）とも符合していて，信用性が高いというべきである。また，各社

において談合の存在をうかがわせる社内文書があり，その内容は，予め決

定された受注予定者を記載したとみるべきもの（前記ア(イ)ａ）や，大手

５社による会合，発注物件の情報交換，各社の受注希望表明又は受注予定

者の決定方法といった談合行為に特有の事項が記載されたとみるべきもの

（前記ア(イ)ｂ～ｅ）であって，これらの社内文書は，被告会社が主張す

るような各社の営業活動に際しての情報収集を記載したものに止まらない

といえる。そして，大手５社の関係者の中には，各社の受注割合を実際に

分析していた者がいる（前記ア(ウ)）ことを併せ考慮すると，Ｐ１４供述

のとおり，大手５社は，平成６年４月から公正取引委員会の立入検査のあ

った平成１０年９月１７日までの間，全国各地の地方自治体が指名競争入
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札等により発注するストーカ炉について，営業担当者による会合を開催し，

その情報を交換した上，処理能力の規模に応じて区分し，各社がその中か

ら受注希望を表明して受注予定者を決定するという方法で談合行為を行っ

ていたと認められる。

なお，被告会社は，ごみ焼却施設の建設工事について，業者間で熾烈な

競争が行われている上，物件ごとの受注金額が巨額に上り，受注の成否が

会社経営に大きな影響を与えるところ，発注につき不確定要素の多い数年

先の物件について，談合行為により予め受注予定者を決定することはあり

得ないと主張する。しかし，発注につき不確定要素が多いとしても，談合

行為には，大手５社において予め受注予定者を決定し，実際に発注された

工事について，各社が一定数の物件を確実に受注して収益を上げるという

メリットがあり，被告会社の上記主張は，採用することができない。

(2) 本件工事に関する談合行為の存否について

ア 証拠関係

本件工事に関する事項が記載された主な書証は，次のとおりである。

(ア) 甲査第６５号証

Ｐ４機会・環境・エネルギー事業本部環境装置営業本部Ｐ２２営業部で

保管されていた手書きのリスト（甲査６５）は，平成８年度以降に発注が

見込まれるごみ処理施設の物件を地方自治体ごとに列挙したものであるが，

「<47>米子市 ３００ １０～」と記載されている。

このリストからは，Ｐ４において，米子市が平成１０年度以降に処理能

力が１日当たり３００トンのごみ処理施設を発注することを予想していた

ものと認められる。また，１枚目の欄外にある「ＮＯ欄で○印は当社リサ

ーチではなかったもの」との記載に照らすと，Ｐ４は，他の業者との間で，

地方自治体の発注するごみ処理施設につき情報を交換し，他の業者から情

報の提供を受けて，米子市のごみ処理施設の発注予定を把握したことがう
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かがわれる。

(イ) 甲査第５２号証

Ｐ４機械・環境・エネルギー事業本部環境装置営業本部Ｐ２２営業部に

保管されていた平成７年８月付け「ごみ焼却施設建設計画年度別予想」と

題する書面（甲査５２）は，同月の時点で，平成８年度以降に発注が見込

まれるごみ処理施設の物件を年度別に地方自治体ごとに列挙したものであ

るが，平成１０年度の欄に「米子市（３００）Ｓ」との記載がある。また，

この書面に記載された物件の一部（米子市を含む。）には「Ｓ」が付され

ていて，欄外には「５社 Ｓ」との記載がある。（甲査５２，１４０）

この「Ｓ」の字が付された物件のうち，①実際に発注されたものが２２

件であるが，Ｐ８の受注した２件（日南地区衛生，α地区組合），Ｐ７の

受注した２件（稲沢市，高梁広域），Ｐ１０の受注した１件（η）を除く

１７件は，大手５社のいずれかによって受注されていること（甲査２９），

②上記営業部のＰ２３の所持していた平成７年９月２８日付けのＰ２３リ

スト（甲査８９）においても，大手５社により予め受注予定者が決定され

たとみられる物件には「Ｓ」が付されていたこと，③欄外に「５社 Ｓ」

との記載があることからすると，本件工事についても，処理能力が１日当

たり３００トンのストーカ炉が発注される予想の下で，大手５社により予

め受注予定者が決定されていたことがうかがわれる。

(ウ) 甲査１５７号証

Ｐ４環境装置第三営業部の平成７年８月７日付け「ごみ＆粗大ごみ処理

施設計画案件一覧表」と題する書面（甲査１５７）は，同日の時点で，平

成８年度以降に発注の見込まれるごみ処理施設等の物件を年度別に地方自

治体名で列挙したものであるが，平成１０年度以降物件の欄に，「米子市

（３００全）１０」との記載がある。（甲査１５７）

この書面からは，Ｐ４において，米子市が平成１０年度に処理能力が１
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日当たり３００トンの全連ストーカ炉を発注することを予想していたこと

が認められる。

(エ) 甲査第１２８号証

被告会社の作成した「米子市の件」と題する手書きの書面（甲査１２

８）には，１枚目に「○社へ指示した灰溶融炉の金額（５０ｔ／日）４０

０００００千円（＠８００００千円／ｔ）」との記載があり，２枚目には，

処理能力等に応じて，「今回（焼却炉：２７０ｔ／日／灰溶５０ｔ／

日）」と記載された下に「〔ケースＡ：１９９０ｋｗ〕」「〔ケースＢ：

４８００ｋｗ〕」との欄，「前回（焼却炉：３００ｔ／日灰溶５０ｔ／

日）」と記載された下に「〔１９９０ｋｗ〕」との欄が設けられ，被告会

社，Ｐ４，Ｐ３，Ｐ６，Ｐ５，Ｐ７の６社ごとに焼却炉の金額，灰溶融炉

の金額及びその合計額を示したとみるべき記載がある。また，その合計額

の低い順に番号が付されており，その順番は，Ｐ６，Ｐ７，被告会社，Ｐ

４，Ｐ３，Ｐ５となっている。（甲査１２８）

この書面は，その作成時期や作成経緯が必ずしも明確でないが，①記載

された金額が実際の各社の入札価格と異なること（前記前提となる事実

(3)イ），②処理能力の欄について，前回が１日当たり３００トン，今回

が１日当たり２７０トンと記載されていて，米子市の発注するストーカ炉

の処理能力が１日当たり３００トンから２７０トンに変更されたことを受

けて作成されたと考えられること，③被告会社の金額は，甲査第１２３号

証に記載された参考見積価格に比較的近いことからすると，被告会社にお

いて，各社が米子市に対し提出することを検討していた参考見積価格を把

握し，これを記載したものと認められる。また，１枚目には「○社へ指示

した灰溶融炉の金額」として４０億円の金額が記載され，これは２枚目の

Ｐ４の灰溶融炉の欄と同一金額であることに照らすと，被告会社は，Ｐ４

に対し，参考見積価格として米子市に提出すべき灰溶融炉の金額を指示し
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ていたことがうかがわれる。

(オ) 甲査第１２３号証

被告会社が平成９年ころ作成した「Ｈ１０・１１年度重点及び準重点物

件について」と題する書面は，地方公共団体の発注するごみ処理施設につ

いて，発注年度，客先，規模，方式，既設メーカー，営業状況・ルート等

及び備考の各欄が設けられたものであるが，本件工事について，営業状況

・ルート等欄に「参考見積引合いメーカー 大手５社，○，○，○，Ｐ１

０／９社」「Ｈ９／９月 見積金額１９３億円提出（内２５億円が灰溶

融）」，備考欄に「メーカー９社を絞り込むべく営業中，９社→７社→５

社，ほぼメド」との記載がある。（甲査１２３）

この書面からは，①大手５社のほか，Ｐ７，Ｐ８，Ｐ９及びＰ１０の９

社が，米子市に対し参考見積価格を提出したこと，②被告会社が，平成９

年９月以降，米子市に対し本件入札の指名業者を上記９社から大手５社に

限定するよう営業活動を行っていることが認められる。

(カ) 甲査第１４５号証添付の資料

被告会社環境プラント営業部が平成９年１２月ころ作成した「主要案件

の積み上げ状況」と題する書面には，「ＺＢ（２７０Ｔ）」に手書きで

「米子」の記載があり，本件工事により見込まれる受注金額及び粗利を計

上している。この手書き部分について，被告会社環境第一営業部長は，営

業担当者からのヒヤリングを行い，受注確度の高い物件を選定して受注予

測を行った際に書き込んだものである旨供述している。（甲査１４５）

この書面からは，被告会社が，平成９年１２月の時点で，本件工事の受

注を予測していたことが認められる。

(キ) 甲査第８８号証，甲査第１４７号証

Ｐ５代表取締役副社長の所持していた「平成１０年度厚生省新規内示物

件」と題する書面（甲査８８），Ｐ５の作成した「平成１０年度厚生省補
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助内示一覧（新規のみ）」と題する書面（甲査１４７）は，平成１０年度

に厚生省による補助金支出の内示が見込まれる物件を地方自治体名で列挙

したものであるが，その物件の一部に，手書きで「○」「○」「○○」

「○」「○」という大手５社の略称と考えられる手書きの記載があり，い

ずれの書面にも米子市の欄には「○」の記載がされている。

しかし，上記手書き部分は，作成時期，作成経緯が不明であり，これら

の書面によって，Ｐ５において，各物件につき予め決定された受注予定者

を記載したものとまでは認めることができない。

(ク) 甲査第１７９号添付の資料

Ｐ３環境装置第一部作成の平成１０年４月１５日付け「秘１０年度受注

達成予想」と題する書面（甲査１７９）には，Ｐ３の平成１０年度上期の

主要織込み案件として本件工事が記載されている。

(ケ) 甲査第１０６号証（Ｐ２９ノート）

Ｐ２９ノートは，前記(1)ア(ウ)ａのとおり，１枚目が大手５社の受注

割合，２枚目が大手５社にＰ７，Ｐ８を加えた７社の受注割合を分析して

いた文書であり，いずれにも本件工事に関する記載があるところ，そのう

ち１枚目では，本件工事を受注割合に算入するに当たり，「米子△３０／

△３０」として減算する方法が採られている。

ところで，本件工事に係るストーカ炉の１日当たりの処理能力は，前記

(ア)～(エ)のとおり，平成７年ころまでは３００トンであると予想されて

いたが，最終的には２７０トンに変更されているところ，これをＰ２９ノ

ートの記載と対比すると，Ｐ２９は，上記処理能力が３００トンであるこ

とを前提として被告会社の欄に３００トンを既に算入していたが，上記変

更がされたことに伴い，本件工事につき３０トン減じる計算をしたものと

みるのが自然である。そうすると，本件工事については，平成７年ころに

は被告会社が受注予定者に決定されており，Ｐ２９もこのことを前提とし
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て受注割合を分析していたことがうかがえる。

イ 認定事実

(ア) 大手５社による談合行為の存否について

ａ 大手５社は，前記(1)のとおり，平成６年４月から平成１０年９月

１７日までの間，全国各地の地方自治体が指名競争入札等により発注する

ストーカ炉につき談合行為を行っていたことが認められるところ，本件入

札は，上記期間内である平成１０年６月２日に行われていること，本件工

事に係るストーカ炉の１日当たりの処理能力が２７０トンであり相応の規

模を有することからすると，本件工事について大手５社による談合行為が

行われていないとは考えがたい。これに加えて，本件工事については，大

手５社により，情報交換が行われていたこと（甲査６５），予め受注予定

者が決められたこと（甲査５２，甲査１０６），被告会社がＰ４に対し参

考見積価格を指示したこと（甲査１２８）をそれぞれうかがわせる文書が

存在している。これらの事情を総合すると，大手５社は，本件入札に先立

ち，本件工事について談合を行い，本件工事の受注予定者を被告会社とす

ることを決定していたと認めるのが相当である。

ｂ これに対し，Ｐ３において作成された平成１０年４月１５日付け

「秘１０年度受注達成予想」と題する書面（甲査１７９）には，同社が本

件工事を受注することを予想していたとの記載があり，このことは，大手

５社の談合行為により被告会社が受注予定者に決定されていたことと矛盾

するようにも見受けられる。しかし，上記書面は，Ｐ３が平成１０年度に

受注した津島市ほか十一町村衛生組合のストーカ炉工事が記載されておら

ず，受注予想を正確に記載したものともいえないから，上記認定判断を左

右しない。

(イ) アウトサイダーとの間の談合について

本件入札においては，大手５社のみならず，Ｐ７，Ｐ８，Ｐ９及びＰ１
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０の４社（以下「アウトサイダー４社」という。）が指名を受けて参加し

ている。原告らは，大手５社の談合により受注予定者とされた被告会社が，

アウトサイダー４社に対し，自らの応札価格を連絡するなどして談合への

協力を求め，アウトサイダー４社がこれを了承した旨主張する。そこで，

この点について判断する。

ａ Ｐ１４供述及びＰ１５供述は，大手５社の談合行為により決定され

た受注予定者が，地方自治体から指名競争入札等の指名を受けたアウトサ

イダーに対し上記談合に協力するよう求めると説明しており，実際にアウ

トサイダーに対する協力要請がされたことをうかがわせる文書が存在する

（甲査１０９，１１１）。しかし，前記文書は，本件以外の工事に関する

ものであり，これらの供述及び文書によって直ちに，本件工事についての

協力要請が行われ，アウトサイダー４社がこれに応じたといえるものでは

ない。

むしろ，被告会社は，平成９年９月ころの時点ではあるが，米子市に対

し指名業者を大手５社に絞り込む工作を行っており（甲査１２３），この

事実からは，当時，アウトサイダー４社に対する協力要請がされていなか

ったか，されていたとしても，アウトサイダー４社がこれに応じていなか

ったことが推認される。

ｂ Ｐ２９ノートの２枚目の記載は，大手５社にＰ７，Ｐ８を加えた７

社の受注割合を分析しているが，他方，Ｐ９及びＰ１０について触れてい

ない。また，同ノートの１枚目と異なり，２枚目には，談合及びアウトサ

イダー４社に対する協力要請をうかがわせる記載がなく，結局，それは，

上記７社による受注割合を分析したものに止まり，Ｐ７及びＰ８らアウト

サイダー４社に対する協力要請がされた事実を示すものとはいえない。

ｃ 原告らは，本件入札の落札率が９９．８４％と極めて高いこと，他

の入札参加者８社の入札価格が予定価格を超えており，最低価格と最高価
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格の乖離が８．２％しかないこと等の事情を指摘して，本件工事において

談合が行われたと主張する。しかし，これらの数値は，指名業者間で競争

関係が成り立っている場合にもあり得ないものでなく，これらをもって，

被告会社がアウトサイダー４社に対し協力要請をした事実及びアウトサイ

ダー４社がこれに応じた事実を認定する決め手とすることはできない。

ｄ Ｐ１５供述によれば，「５社以外のメンバーが入った時はタタキ合

いとなる」とされており，アウトサイダーが存在する場合には，大手５社

による談合が功を奏さず，入札参加者間での競争関係が出現することがあ

ることがうかがわれる。

ｅ ストーカ炉建設工事の入札におけるアウトサイダーとの関係に触れ

る主要な証拠は，上記のようなものであり，本件工事について，アウトサ

イダー４社に対する協力要請等を推認させる具体的な証拠はない。そして，

本件入札においては，アウトサイダーであるＰ１０が３位の入札価格で入

札に参加している（前記前提となる事実(3)イ(イ)）のであり，また，本

件入札の落札率等の事情を勘案しても，結局，本件入札について，被告会

社からアウトサイダー４社に対する協力要請がされた事実及びアウトサイ

ダー４社がこれに応じた事実は，これを認めるに足りず，本件工事につい

て，指名業者間で競争関係が排除されていたとは認めがたいというべきで

ある。

第４ 結論

以上によれば，原告らの請求は，その余の争点について判断するまでもなく，

いずれも理由がないから，これを棄却することとし，主文のとおり判決する。

鳥取地方裁判所民事部

裁判長裁判官 古 賀 輝 郎
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裁判官 亀 井 宏 寿

裁判官 片 山 健


